
「もんじゅ」の在り方に関する検討会
委員のご質問への回答 

平成２８年４月６日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

資料１ 
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委員からのコメント回答（その１） 

コメント・意見 回答 

① 軽水炉との比較を
行い、「もんじゅ」は何
が同じで何が違うの
かを明らかにすべき 

• 品質管理に関して、品質保証体制、不適合管理活動の仕組み等（次頁参照）につい
て、軽水炉（日本原電殿）と「もんじゅ」の比較を実施。 

主な比較結果 

• 品質保証体制に差はないが、パフォーマンスレビュー（業務内容・規程の妥当性確
認）に関して、「もんじゅ」では十分に実施できていない。 
（現在、オールジャパン体制の下、プロセス総合チェックを実施中） 

• 不適合管理活動において、「もんじゅ」のＣＡＰ（是正処置プログラム）は、CAP情報
連絡会で共有する情報範囲や確認範囲等について見直しの余地がある。 

• 安全衛生活動、工程管理等は、軽水炉と「もんじゅ」に差はなく、ほぼ同様である。 

• 保守管理体制について、「もんじゅ」は、係長級以上に、もんじゅの保守経験豊富な
者が少ない。一定のプロパー比率の下、プロパーのバランスの良い配置、育成が必
要。 

• 本社の技術支援に関して、電力は、本店が方針策定と規制側・電力間調整などを
実施し、発電所（現場）が運転保守に専念する仕組みになっている。 
一方、「もんじゅ」では、「もんじゅ運営計画・研究開発センター」と本部組織が本社機
能を担っているが、プラントを熟知した要員が不足しており、電力の本店に比べて十
分な機能が発揮できていない。 

• 保守管理業務の機械化に関して、「もんじゅ」はIT化に着手したところ。 



2 

委員からのコメント回答（その１ 続き） 
もんじゅと電力の比較 

No. 項目 着眼点 

１ 品質保証体制 品質保証体制（人数等）を比較し、仕組みや規模等の違い 

２ 不適合管理活動の仕組み 不適合管理活動の仕組みを比較し、もんじゅの不足な箇所 

３ 安全衛生活動 安全衛生に関する活動、メーカ・協力会社の関与の違い 

４ 工程管理 工程管理の仕組みやメーカ・協力会社の関与の違い 

５ 保守管理体制の構築と継続 保守管理部門の体制や経験年数等の違い 

６ 発電所の保守管理を確実に行うための本社
の技術支援の仕組み 

本店と発電所（現場）の体制や業務所掌の違い 

７ 課長の保守管理活動（QMS活動）を確実にす
るための仕組み 

課長が実施する品質管理や審査方法等の違い 

８ 保守管理業務の実施・管理に係る機械化 保守管理業務のＰＤＣＡが確実に遂行されるようサポートするためのシス
テムの整備状況、機構が検討している機械化の方向性についての違い 

９ 会議体で要求事項や規格基準との整合を審
議確認する仕組み 

組織としての審査や意思決定の仕組みの違い 

１０ １年間で実施する点検数量 点検数量を比較し、管理スパン等の妥当性 



コメント・意見 回答 

② 炉内中継装置の落下トラ
ブルに関する製造メーカへの
調停申立事案について、何故、
約２５億円の損害賠償請求に
対して、裁判所からの１億円
の調停案で合意したのか。 

• 落下トラブル発生が契約上の瑕疵担保期間を過ぎていたことから、製造
メーカに対する契約上の責任追及が不可能な状況にあったため、不法行
為責任に基づく損害賠償を請求する本件調停申立てを行ったものである。 

裁判所における調停において、製造メーカに一定の責任があることが示さ
れ、1億円の調停案を機構として受け入れることとした。 

委員からのコメント回答（その２） 
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委員からのコメント回答（その３） 
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コメント・意見 回答 

③ （前回説明＊への追加
質問）適切な人材を確保
するための対応・改善は
何か。 

 

（＊第5回検討会／資料３（P10）：次
頁再掲）） 

 点検業務に必要な資質や力量は、既存の規程では、十分に詳細かつ具体
的なものではなかったこともあり、保守担当者の育成が十分ではなかった。 

 そのため、「もんじゅ」改革において、保守担当者個々人の技術力を評価した
上で、適切な教育訓練、研修プログラムを考えた育成計画を整備し、平成２
６年度から運用を開始した。 

 育成計画の導入にあたっては、各電力の教育訓練プログラムや認定制度を
参考にした。 

 しかし、機構内で準備する教育訓練のカリキュラムは、運転員を対象としたも
のやナトリウム取扱いを対象としたものが多く、保守管理に特化したものが
少ないため、外部研修（原電総合研修センター等）も活用することとした。 

 



コメント・意見 回答 

 

 

 設備の点検に必要な資質は何
か。 
どのように能力を測るか。 
どこで規定しているのか、 
誰がそれを担っているのか。 

 

 

現在、「もんじゅ」にて規定しているものは以下のとおり。 

（保守管理に係る規定類） 

• 設備の点検業務に必要な資質は、保安規定の下部規程（教育訓練に係るQMS文書）で規定。 

原子力安全の達成のために業務上求められる必要な知識、技能及び当該業務を遂行する能
力等の「力量」が求められている。 

（保守管理に必要な資質） 

• プラント保全部の設備点検における力量は、 

「保全の実施、保全計画、保安上重要な点検・補修・取替及び改造の管理に関する知識、保全
の確認・評価、是正措置、保守管理の定期的評価に関する知識」 

（プラント保全部員の力量評価と育成） 

• 能力評価は、「力量評価結果表」を用いて、各課長が担当者とのコミュニケーションを行い、本
人の教育訓練実績、業務観察、資格取得実績、面談等により総合的に判断。 

• プラント保全部保守員の技術力を高めるため、育成計画を作成し教育を実施。 
計画に従ってOJT、教育、研修を行い、各課長と担当者とが面談。 
その結果を、育成計画に落とし込み、更なる対応を図るようにしている。 

委員からのコメント回答（その３ 続き） 
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再掲（第5回検討会／資料３（P10）） 



【ＯＪＴ結果】 

【ＯＪＴの実施】 

【教育結果】 

【教育の実施】 
【教育 研修】 
（個人毎の教育）教育・訓練の実施 

 
 
 

【個人別育成計画】 
 
（育成シート） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
育成シートの記載項目 例 
①育成目標 

  保守担当者に求める技術力、更に高める技術力
を、育成目標として設定 

②主たる保守管理業務 
  担当する、主たる保守管理業務を記載 
③教育訓練計画 

育成目標を達成するために必要な教育訓練内容
を設定 

出向者で、必要な技術力十分とされる方には、ナト
リウム取扱い研修やＦＢＲ講座等のもんじゅ技術に
係る研修を督励する。 

⑤自己啓発、資格取得等 

自己啓発による資格取得については、チャレンジ
項目として記載 

開催場所 必要日数 

Ａ設備研修 Ａメーカー △日 

Ｂ設備研修 Ａ電力会社 □日 

Ｃ設備研修 もんじゅ内研修 ○日 

【力量評価】 
 
（力量基準） 

「保守管理Ⅰ（定期検査・保修・改造の概要に関
する知識）」 

「保守管理Ⅱ（保全の実施、保全計画、保安上
重要な点検・補修・取替及び改造の管理に関す
る知識、保全の確認・評価、是正処置、保守管
理の定期的評価に関する知識）」 
 
（力量評価） 

担当課長が教育訓練実績、業務観察、面談、資
格取得実績等により総合的に評価 

 
 
 
 
 
 
 
 

【入所時教育】 
保安教育： 原子炉施設保安規定に定める教育 
一般教育： 人材育成に必要な教育訓練 

【部内教育（一般教育）】 
月１回実施 （QMS改正教育、トラブル事例教育、
コンプライアンス教育等） 
（Ｈ２７年１２月部内教育例） 

 
 
 
 

反復教育 Ｎａ検出設備教育 

周知教育 オールジャパン概要 

事例教育 トラブル事例教育 

定期教育 コンブライアンス教育 

【ＯＪＴ】 
保守管理に係るプロセス（設計管理、
調達管理、作業管理、検査及び試験
管理、記録管理、不適合管理等）に
ついて、 

現場の実務を通じて保守管理業務を
習得させるＯＪＴを実施 

○新規配属者に対し、入所時教育・力量評価を行った上で、個人別育成計画を作成（平成２６年度より） 
○計画に沿って教育・研修、OJTを実施 加えて部内教育を実施 
○今後、効果的、合理的な技術力向上を図る必要があることから、新規配属者の技術力（力量）を適切に把
握するために、保守技術力チェック表を設定し、個々人に応じた適切で効果的な教育・研修およびOJTの充
実化の方策を現在検討中 

委員からのコメント回答（その３ 続き） 
保守員の教育体系 
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【配属時教育】 
保安教育： 原子炉施設保安規定に定める教育 
一般教育： 人材育成に必要な教育訓練 



委員からのコメント回答（その４） 
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コメント・意見 回答 

④ （前回説明＊への追加
質問）適切な人材を確保
するための対応・改善は
何か。 

 

（＊第5回検討会／資料３（P11）次
頁再掲） 

○ もんじゅ運転員の教育・訓練体系及び資格認定について、平成８年からの「もん
じゅ安全性総点検」において、各電力の教育・訓練内容を調査した結果、概ね
違いは無かったが、下記の改善を実施。 

 ・通常操作訓練時間の増加（異常時対応訓練と比較し、繰り返し訓練時間が少ないため） 

 ・シビアアクシデント対応訓練の追加（シビアアクシデント対応手順制定のため） 

 ・機構内の研修設備、一般研修の利用拡大（基礎教育の充実のため） 

○ 運転員資質の確認は、当初（平成４年）より資格審査を実施しライセンスを付与。 

・審査申請資格（必要な教育の受講等）及び資格審査の実施方法（口頭試験）を「運転担当
者資格基準審査マニュアル」（発電課マニュアル）で規定。 

○ 運転責任者（当直長）は、当初（平成４年）より資格審査を実施（３年更新）。 
ＪＥＡＧ4804－2014「原子力発電所運転責任者の判定に係る規定」に準じて、必
要な教育項目、実技試験、口頭試験（統督） に、筆記試験を加えるように「運転
責任者の認定に関する要領」 （品質保証体系の3 次文書）を改訂し、資格基準
審査を実施。 

○ 高速増殖炉用シミュレータは「もんじゅ」にしかなく、高速増殖炉に関する専門的
な知識を有する外部機関も存在しないことから、運転担当者の資格認定をＪＥＡ
Ｇ4804－2014に準じて社内で実施。 
今後、口頭試験（統督）の外部委託について検討を行う予定。 



コメント・意見 回答 

 

 

 運転管理に必要な資質は何か。 
どのようにそれを測るか。 
どこで規定しているのか、 
誰がそれを担っているのか。 

 

 

現在、「もんじゅ」にて規定しているものは以下のとおり。 

（運転管理に係る規定類） 

• 保安規定の下部規程（運転管理に関するQMS文書）で、「もんじゅ」施設の安全維持とプラントの

円滑な運転に必要な知識を有する運転員の確保を目的として、発電課運転員（＊）の構成人員を
定めている。 
（＊）：当直長、当直長補佐、上級運転員、中級運転員、初級運転員、訓練運転員 

（運転管理に必要な資質） 

• 運転管理に必要な資質は、「運転に関する技術的知識、原子力及び安全に関する知識、原子
力関係法令に関する知識、更に運転員のレベルに応じた部下への育成指導、指揮能力、統率
力等、担当者から管理・監督者としての能力等」が求められる。 
（運転員の資質等は、保安規定の下部規定（３次文書）にて規定） 

（発電課運転員の資格認定） 

• 発電課運転員は、運転経験と知識などのレベルに応じて、認定試験、資格審査が実施され、そ
の要求される能力を満たしていることを確認。 

i. 当直長： 「もんじゅ」で行う運転責任者の認定試験に合格した者から理事長が指名。 

ii. 当直長補佐： 発電課長が行う、保安規定の下部規程（３次文書）で規定する運転担当者資
格に関する資格審査に合格した者の中から理事長が指名。 

iii. その他の運転員： 運転担当者資格に応じて、保安規定の下部規定（３次文書）で規定する
運転等に関する口頭試験の結果に基づき、発電課長が任命。 
 

委員からのコメント回答（その４ 続き） 
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再掲（第5回検討会／資料３（P11）） 



委員からのコメント回答（その４ 続き） 
運転員の教育訓練体系 

養成モデル

高卒

短大卒

大卒

訓練運転員 初級運転員 中級運転員 上級運転員 当直長補佐 当直長

運転経験１年未満

運転経験1年～4年未満

運転経験1年～3年未満

運転経験1年～2年未満

運転経験4年～7年未満

運転経験3年～5年未満

運転経験2年～3年未満

運転経験7年以上

運転経験5年以上

運転経験3年以上

運転経験9年以上

運転経験7年以上

運転経験5年以上

（修士　運転経験3年以上）

運転経験10年以上

運転経験8年以上

運転経験6年以上

（修士　運転経験4年以上）

（センター内教育）

導入教育

初級机上教育

初級コース

運転責任者コース

直内連携コース

直間連携コース

実技訓練

（課内教育）

（社内教育）

（シミュレータ訓練）

リフレッシュ操作訓練

安全評価教育

センター規則教育

法令教育

中級コース

上級コース

当直長補佐コース

運転管理者教育

保安規定反復教育

知
　
識

技
　
能

機
構
内
教
育
訓
練

もんじゅ系統設備
学習コース

FBR基礎講座

各運転員資格に応じた教育訓練項目 
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コメント・意見 回答 

⑤ 当初どのように考えて保
全計画を策定し、問題につ
いてはどのように対応しよう
としたのか。 

 そのうえで、なぜ保全計画
の見直しをせず、進めてきた
のか、なぜ、今見直しをする
こととしたのか。 

 それが問題をどのようにさ
せたのか。 

 そのうえで、今後の取り組
みの妥当性を示すこと。 

• 平成21年1月の導入時に短期間で策定しなければならなかったことから、 
点検間隔・頻度についてメーカ推奨値を保守的なものとして採用。運用しな
がら、本格運転開始までに段階的に改善していけばよいと考えていた。 

• 所として保守管理上の不備の問題を認識したのは、点検期限を超過した
機器が大量にあることを確認した平成24年11月。 

• その後、保全計画の見直しに着手し、 
保守管理業務支援システムの導入、及び記載の適正化などの保全計画の
全面的な見直しを行い、平成26年12月に原子力規制委員会に報告書を提
出したが、保安措置命令解除に必要な保全計画の改善の範囲の判断が
適切でなかった。 
最初から抜本的な見直しを行わず、段階的に改善範囲を拡大していくこと
となり、結果として時間を要した。 

• 平成26年6月から、より科学的・合理的な保全計画への改善に向け技術根
拠整備を開始した。現在は安全重要度分類クラス１・２の機器を優先的に
実施中。 

• オールジャパン体制を発足させ、潜在するあらゆる課題を体系的に摘出し
改善している。 

委員からのコメント回答（その５） 
保全計画が内包する問題への対応 
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【保全プログラムの導入経緯】 

○ H20年10月、原子力安全・保安院（当時）より
示された方針を受け、軽水炉と同様に 
H21年1月より保全プログラムを導入。 

○ 保全プログラムの中核となる保全計画を 
２カ月足らずの期間で策定。 
 

⇒十分な技術的根拠や 
点検・補修の実績データがないため、 
従前の点検内容やメーカ推奨等を基に作成。 
そのため保全計画は多くの問題を内包。 
➢ 保全対象範囲の過不足 

➢ 保全重要度分類の未了による影響 

➢ 点検内容・頻度等の技術根拠が不十分 

➢ 現場の状況の点検内容への反映が不十分 など 

⇒保全計画の実施を支える要領類の 
最適化や職員の修練等は 
実践しながら修正していく計画であった。 

【第15回もんじゅ安全性確認検討会（H20年10月22日）  
                    原子力安全・保安院資料より抜粋】 

「もんじゅ」は、使用前検査の段階であるが、初臨界から１４年を経過し、今

後試運転を再開しても２年以上これを行うことを考慮すると、設備の重要度

に応じ、劣化の状況を踏まえ適切な保守管理が行われる必要がある。原子

炉等規制法に基づく研究開発段階炉規則の改正等（新検査制度に係るも

の）により、事業者は、保安規定等を改正し、来年１月から使用前検査中の

設備であっても、保全プログラムを作成し、計画的に劣化の状況を把握し、

健全性を維持することが義務付けられることになった。当院は、原子力機構

が、今回確認された保守管理上の問題*を十分に踏まえた保全プログラム

を作成しているか保安検査等で厳格に確認することとする。 

＿：下線は、出典資料に元々引かれていたもの 
*  ：ナトリウム漏えい検出器誤警報（H20.3）、屋外排気ダクトの腐食孔（H20.9） 

保守管理の実施方針及び保守管理目標 

保全活動管理指標 

保守管理の有効性評価 

保全活動管理指標の
監視 

保全対象範囲 

保全重要度 

保全計画の策定 

保全の実施 

点検補修結果の評価 

保全の有効性評価 

＜保全プログラム＞ 

不適合管理 

是正処置等 

委員からのコメント回答（その５ 続き） 
保全プログラム導入経緯と内包する問題点 
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10～3月 10～3月 4～9月 10～3月 4～9月 10～3月 4～9月 10～3月 4月～ 

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成20年度 平成25年度 

プラント確認試験 

性能試験前準備・点検 

非常用D/G故障 

H21.1 

A系統 

B系統 

保全プログラム導入 
（基本16ヶ月サイクル） 

C系統 

炉心確認試験 出力上昇試験 40％出力プラント確認試験 

性  能  試  験 （H22.4時点） 

炉内中継装置落下 

H22.7 

炉内中継装置復旧 

B系統 

C系統 

A系統 

第１保全サイクル 

起動準備 

4～9月 

B系統 A系統設備点検 

C系統 

16ヶ月（B系統） 
16ヶ月（A系統） 

制御棒動作不調 
H22.12 

H23.8 

第２保全サイクル（長期停止を考慮して変更） 
▼点検計画変更 ▼点検計画変更 

：点検期限超過 

16ヶ月（Ｃ系統） 

対策を実施し改善済 （H25.11報告書提出） 

 ➢ 保守管理業務支援システムの導入による計算機管理、点検期限の警告機
能等 

 ➢ 工程策定時の点検計画と整合を図ることのルール化 

 ➢ 点検期限超過の可能性のある場合の特別採用等の不適合処置の明確化 

 ➢ 職員への指導教育 など 

新たな点検期限の
超過は発生しておら
ず、適切に管理でき
ている。 

委員からのコメント回答（その５ 続き） 
保守管理上の不備の発生と直ちに実施した対策 

○ H22年に炉内中継装置落下、非常用ディーゼル発電機の不具合による点検工程延長により、ループ毎の

点検実施の制約から点検できない機器が多数発生したが、不適合の的確な処置を行わず、点検期限超
過の機器を多数発生させた。この「保守管理上の不備」を、所として平成24年11月に確認した。 
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委員からのコメント回答（その５ 続き） 
保守管理上の不備に係る指摘事項の変化 

保守管理不
備確認 
（H24.11） 

報告書提出 
（H25.1） 

報告書提出 
（その1:H25.9） 
（その2：H25.11） 

報告書提出 
（H26.12） 
補正 
（H27.2） 

【H25.12】 
監視① 保全計画に適切に機器が登録されていない 
監視② 点検方法が保全計画と要領で一致していない 
【H26.3】 
違反⑤ 保全計画に従った点検未実施（可視可能範囲のみ点検） 
違反⑥ 未点検機器の確認作業（所大チェック）の不備 
違反⑦ 訂正印による保全計画の訂正 
監視③ 点検等の不備（重複登録、点検不十分、有効性評価不十分） 
【H26.9】 
監視④ ITVの故障対応不備 

【H27.3】 
違反⑧ 原子炉補機冷却系配管点検不備 
違反⑨ 重要度分類QMS文書制定不備 
違反⑩ 特別採用の技術評価不十分 
【H27.6】 
違反⑪ 保修票等の未処理 
【H27.9】 
違反⑫ 非常用D/Gの点検に係る調達管理の不備 
違反⑬ 機器ごとの安全機能重要度分類の設定不備 

規制委員会 
報告徴収 
（H27.9） 

規制委員会 
 保安措置命令 
 報告徴収   （H24.12） 

規制委員会 
 保安措置命令 
 保安規定変更命令 （H25.5） 

保守管理業務支援システムを導入、 
新たな点検期限超過は発生せず 

【H24.12】 
違反① 点検期限超過 
【H25.3】 
違反② 点検期限超過 
【H25.6】 
違反③ 点検期限超過 
【H25.9】 
違反④ 点検期限超過 

指摘事項に対する改善に留まり、抜本的な改善を行わず、段階的に改善範囲を拡大 

より科学的・合理的な保全計画への改善に向け技術根拠整備開始（平成26年6月～） 

H26.12 第１段として、低温停止時に保安規定で機能要求のある機器について実施、その後も継続

して整備範囲を拡大中 

オールジャパン体制を発足させ、潜在するあらゆる課題を体系的に摘出し改善 

規制委員会 
文科大臣へ勧告 
（H27.11） 

報告書提出 
（H27.10） 

点検計画上の点検として技術的に不十分、点検計画と点
検実績が不整合 等の点検内容に係る指摘 等 

「点検の実施」に対する 
指摘 

「点検の計画作成」、 
「点検の評価」に対する指摘 

「点検結果の評価の反映」、 
「保全重要度の設定」に対する指摘 
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具体的な課題点 

・機器ごとの安全重要度分類の未設定により、適切で 
 ない保全重要度分類に基づく保全内容を設定 
・十分な技術根拠に基づく保全内容・頻度になって 
    いないものがある 
・現場の実際の状況に則した保全内容になっていない 

・設備台帳との不整合、誤記・記載漏れ 
・設備の二重登録や増設設備等の登録漏れ 
・長期停止における機器の劣化度合や使用条件を 
   踏まえ、特別な保全計画に移すべきものがある 
・保全内容・頻度が十分な技術根拠に基づいていない 

・ 点検実績の管理等がＩＴシステム化されておらず、 
 膨大な量の機器を手作業で管理していた。 

・ 過去の点検実績の明確な記載がないため 
 次回点検期限が不明確  

H21.1 

保全計画策定 

H25.1 

10次改訂 
H25.11 

15次改訂 

H26.12 

20次改訂 

H27.春以降 

オールジャパン体制による改善活動 
（原子力機構の案について 

設備設計・製作メーカのレビュー 等） 

保全計画の 
全面的な確認作業 
（ローラー作戦） 

保守管理業務 
支援システムの導入 

前回点検実績 
及び次回点検期限 

の明確化 

PDCAによる 
改善の継続 

保全計画見直しの課題点：保安措置命令解除に必要な保全計画の改善の範囲の判断が適切でなかった。 

そのため、最初から抜本的な見直しを行わず、段階的に改善範囲を拡大してい
くこととなり、結果として時間を要した。 

保全計画の
改善範囲 

委員からのコメント回答（その５ 続き） 
保全計画の段階的な見直し 

技術根拠整備を踏まえ、保全の最適化
に向けた保全計画の見直し（H26.6～ ） 

保全計画策定後、保全の最適化に向けた保全
計画の見直しを十分に進めてこなかった。 
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保全計画改定・有効性評価（チームＢ・Ｃ） 

保全に係わる業務システムを再構築 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス総合ﾁｪｯｸ（チームＡ） 
 
① ＱＭＳ文書の合規性確認 
② 保守管理プロセスの詳細確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

QMS 

文書 

 

 

 

 

 

保安規定 

インプット 

作業要領 

アウトプット 

規定と整合しているか？ 

要求事項を満足しているか？ 

手順は明確か？ 

要求事
項は明
確か？ 

【文書チェックポイント例】 

 潜在する課題を 

洗い出し、 

保守管理要領へ 

反映 

保守管
理プロ
セス 

技術根拠と一体となった 
保全計画の策定 

（原子力機構が案を作成、設備設
計・製作メーカのレビュー） 

点検 

結果評価 

有効性評価の改善 

（点検結果の確認とその有効性を評
価する仕組みの改善） 

取組み事項（例） 

保守管理に係る規定類の改善 
・保全対象範囲見直し 
・保全重要度設定フロー見直し 
 など 

 保守管理のＰＤＣＡｻｲｸﾙが 

自律的に回るべく 

業務システムを再構築 

IT化・ｼｽﾃﾑ化推進 
（チームＤ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備・機器データベース 

保修票 
システム 

保守管理業務 
支援システム 

不適合 
システム 

改善 

改善 改善 

新規 

 従来の手作業のIT化、 
各ｼｽﾃﾑの連携化 
により一元管理 

現状は、手作業や個別のシステ
ムで業務を管理⇒システム化 

※通常の業務体制
で実施 

委員からのコメント回答（その５ 続き） 
オールジャパン体制での取組み（保全計画が内包する問題の対応） 

保全重要度の設定 

点検・補修等の 

結果の確認・評価 

保全の有効性評価 

保守管理プロセス 

保全の実施 

保全対象範囲の策定 

保全計画の策定 
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活動状況 

 ・保全計画の整備⇒安全重要度が高い機器等の保全内容について技術根拠書を作成。現在、 

              設備設計・製作メーカのレビューが終了し、その結果を原子力機構で確認中。 

 ・保全有効性評価⇒点検結果の確認とその有効性を評価する仕組みの改善を検討。今後、技術 

              根拠に基づく点検内容を定め、その有効性を評価する予定。 

 ・規定類の改善  ⇒保全計画の見直しに必要な手順を定めた要領の改善を検討し、要領（案）を作成。 

原子力学会標準等を参考に劣化メカニズムを整理 

類似機器の実績、保全重要度及び使用頻度を参考にして、点検間隔を設定 

機器毎に点検する項目を設定 

保全根拠書のｲﾒｰｼﾞ 

 安全機能の重要度が高い機器等（約8800機器）に関して、
原子力機構が原案を整備。 

 これを設備設計・製作メーカでレビュー。 
 レビュー結果を反映して、保全根拠書を改正する。 

規定類の改善 

保全計画の整備 

保全有効性評価 

まとめ 保全根拠書の改正 

保
全
計
画
改
正 

○保全計画改定・保全有効性評価（チームＢ・Ｃ） 

保全計画の整備 

委員からのコメント回答（その５ 続き） 
取組み状況（保全計画改定・保全有効性評価） 
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参 考 資 料 
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品質保証体制（参考１） 

所長 

品質保証室長 

運営管理部 

プラント管理部 

プラント保全部 

スタッフ管理職 
（課長代理級） 

室員（１名） 

室長代理 室員（１名） 兼務者（３名） 

室長代理 課員（２名） 

兼務者（３名） 

業務；もんじゅ、運研センター（もんじゅの支援組織）共通課題の対応 

業務；不適合管理、他課のマニュアル類の文書審査等 

業務；品質目標管理、管理責任者報告、受注者品質監査等 

業務；保安規定との合規性確認 

電力の体制 

• 品質保証室を独立に設置  
• 業務；品質目標管理、不適合管理の関連業務、QMS規定類の
審査、外部監査等 

• 人員；室長以下管理職３名、室員２名（兼務１名含む） 

品質保証室を独立に設置 

• 品質保証体制は、ほぼ同等であり、仕組みとしての差はない。 

• 人員は、プラント規模にもよるが、電力の方が少ない傾向。 

• もんじゅでは、ＩＳＯ９０００外部研修の受講等、職員のレベルアップ中。 

• パフォーマンスレビュー（業務内容・規程の妥当性確認）に関して、自主監査に着手したが十分
に実施できていない。しかし、現在オールジャパン体制の下、プロセス総合チェックを実施中。 

 

安全文化醸成活動は、各課の活動をまとめているだけ
であり、品証室が主体的に企画してわけではない 

他課のマニュアルは品証室のレビューを受ける。 
ＱＭＳ文書の審査ではない。 

体制は同じ、だけでは「それでもなぜダメか」となる。個
人の質の問題とは書けないので、「レベルアップ中」と暗
に質の問題であることを示唆。 

所長代理 
副所長 

業務の品質保証を行っていると
ころはどこのラインか（例えば、
保守管理業務、日々の点検作
業の、組織としての品質保証を
行うところがあるべき。そこがで
きていないのでは。と宮野委員
に言われた。 

SH27（参考７）でも書かれるが、宮

野委員との意見交換では、品証
体制の議論においては、業務の
品質保証を、品証室が行うべき業
務という議論になった。 
今チームAでチェックしている、そ

れは品証室長の下やっているとい
う応対をしたので、ここにも書いて
おいてはと考えた。 

「もんじゅ」 
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a. 不適合管理委員会付議前の保修票、不適合報告書をＣＡＰ※情報連絡会（①）に報告 
ＣＡＰ情報連絡会では、保安検査の状況、他施設から得られた情報、作業等で発生した課題なども共有 

b. 保修票、不適合報告書は、不適合管理委員会（②）にて確認・審議 
確認・審議終了後、その結果をＣＡＰ情報連絡会に報告 

c. なお、是正処置計画は、不適合管理委員会で確認・審議した上で、ＣＡＰ情報連絡会に報告 

①ＣＡＰ※情報連絡会（原則、毎日開催） 

目的 
 ○不適合管理やルール遵守の意識の向上 
 ○各室課長報告を、所幹部、管理職等で迅速に情報共有 
   ・不適合報告書、保修票、是正処置計画書の内容 
   ・保安検査の状況、他の施設から得られた情報 
   ・作業等で発生した課題  他 
   ・新規案件は口頭報告、審議済案件は資料配布して報告 

 ○メンバーの指導・助言により、不適合の処置方法、再発防止対策等
の内容の充実を図る 
（指導・助言の内容によって、不適合管理委員会で再審議もあり） 

メンバー 
所長、所長代理、副所長、原子炉主任技術者、各部長、 
品質保証室長及び各課長、電気等主任技術者 等 
協力会社代表同席  （事務局；品質保証室） 

②不適合管理委員会（原則、毎日①終了後に開催） 

目的 
 ○不適合報告書、保修票及び是正処置計画書の内容を確認・ 

審議し、確実な不適合の処置と効果的な再発防止対策を実施さ
せる。本委員会で不適合の判定を行う。 

メンバー 
品質保証担当副所長（委員長）、原子炉主任技術者、各課長、 
電気等主任技術者、品質保証室長 等 
メーカ代表・協力会社代表同席。 

もんじゅ改革（平成２６年１２月）で設置 

※ CAP（Corrective Action Program)：是正処置プログラム 

不適合管理活動の仕組み（参考２） 

③月間不適合管理委員会（１回／月） 

目的 
 ○所としての不適合管理状況、保修票管理状況等の報告・確認。 

メンバー 
ＣＡＰ情報連絡会と同じ＋メーカ現地所長、協力会社 

（不適合管理要領 14条２） 

品質保証室長は、不適合処置、是正処置、予防処
置の確実な実施及び処置の迅速化を図るために処
置状況を共有し、必要により改善を図ることを目的
に、月１回、前項の処理状況を委員会（月間不適合
管理委員会）に報告する。 
 
（不適合管理要領 14条３） 

保守担当課長は、保修票の処置状況等を共有する
ことを目的として、月１回、その処置状況を前項の
委員会に報告する。 
 
メンバーを規定した条項はない。 

ＣＡＰ会議 （毎日開催） 

• 運転情報、主要作業の予実績、外部情報等について共
有し、運転上の必要な措置等について、審議、決定する。 

• メンバー 
発電所長、所幹部、各室長及び各マネージャー、 
協力会社の代表者 
事務局：運営管理室 

• 電力のCAP会議は、所長以下、所幹部、協力会社の
代表が出席。情報共有、不適合の判定、運転上の必
要な措置等を決定。 

• もんじゅのCAP情報連絡会は、所長以下、所幹部が
出席。情報共有が主。 
不適合の判定は不適合管理委員会で実施。 

• もんじゅのＣＡＰ情報連絡会は、もんじゅ改革で新たに
設置したものであり、更なる見直しの余地あり。 

不適合管理 
• 不適合の判定は、ＣＡＰ会議で行う。 

• 不適合関係としては、区分（レベル）、不適合管理票の記
載内容（対策、是正処置の内容）、人的過誤判断の妥当
性、不適合処理の実施状況（処置が適切に行われてい
ること）を確認。 

月例の不適合管理 
• CAP会議を毎日開催しており、月例の会議はない 

電力 「もんじゅ」 
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安全衛生活動（参考３） 

電力 

安全衛生推進協議会 

会長：もんじゅ所長 

会長代理：業者代表 

会員：機構、メーカ、協力会社 

事務局：安全担当（課長代理級） 

事務局員１名（請負） 

活動内容：定例会（１回/月） 

幹事会（１回/月） 

安全朝礼（１回/月） 

安全パトロール（１回/月） 

専門部会 

 安全対策、交通安全、放射線管理等の部会活動を実施 

教育訓練：災害事例検討会、安全講演会、衛生講話、火災予
防講演会、交通安全講習会等 

表彰関係：年間無災害表彰、作業環境改善優秀賞、安全功
労者表彰、安全標語表彰、安全ポスター表彰等 

安全衛生推進協議会 

会長：発電所長 

副会長：安全管理者、及び協力会社代表 

会員：電力、契約を締結した受注者、会長が必要と認めた協力
会社 

事務局：安全防災室 

活動内容：定例会（１回/月） 

安全衛生パトロール（１回/月） 

専門部会 

 安全衛生部会：労働安全衛生に関する事項（１回/月） 

 地域部会：交通安全､防犯・防火､環境美化等に関する事項（１
回/２か月） 

 防火部会：火災防止に関する事項（１回/月） 

• 体制、活動内容は、ほぼ同様 

「もんじゅ」 
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工程管理（参考４） 

電力 

項目 内容 

現地マスター 
工程検討会議 

議長：もんじゅ所長 
メンバー： 

所長代理、工程管理総括責任者（担当副
所長）、各主任技術者、工程管理責任者
（各部室課長） 
開催時期： 
現地マスター工程制定時・変更時 

現地工程調整
会議 

メンバー： 

工程管理総括責任者（担当副所長）、工程
管理責任者（各部室課長） 
開催時期： 

現地マスター工程制定及び変更に係る懸
案事項の事前協議の際 

工程担当者 
会議 

メンバー： 

各室課の工程担当者、必要に応じメーカ・
協力会社の工程管理担当 
開催頻度：１回/週 

課題別工程 
会議 

メンバー： 

各室課の工程担当者、必要に応じメーカ・
協力会社の工程管理担当 
開催時期： 

点検工程に変更を及ぼす不具合が発生し
た際 

項目 内容 

所内工程会議 適宜、定検状況の所内報告等 

工程連絡会 １回／日、作業進捗・工程変更、メー
カ・協力会社も参加 

作業工程会議 １回／週、週実績・次週予定、メーカ・
協力会社も参加 

作業間調整会議 １回／週、作業エリア・搬出入口・ク
レーン等調整、メーカ・協力会社・定検
管理センター参加 

課題別工程会議 課題発生時、メーカ・協力会社も参加 

系統別工程打合せ 適宜開催、メーカ・協力会社も参加 

• 電力では、定期検査開始前に『定検管理センター』を
設置し、専属で工程管理を実施。 

• 電力の工程管理は、市販の工程管理ソフトを使い、
マスター工程からアワリー工程まで管理。 

もんじゅでは定型化されていない作業も発生するた
めソフト利用による合理化には制限がある。 

• 電力では、定期検査期間中は、工事作業、運転操作、
クリティカル工程等について、１回/日で工程連絡会
を実施。 

「もんじゅ」 
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保守管理体制の構築と継続（参考５） 

プラント保全部長 
（１２年、 １年） 

保全管理課長（１年、１年） 課長代理（２７年、１０年） 
係長級７人  
（４チーム） 

課員 

スタッフ管理職 15人 
（２～３０年、 

２年以下５名 
５年以下４名 
８年以下３名 
８年超３名） 

保全計画課長（４年、１年） 課長代理（１年、１年） 
係長級 ３人 
（２チーム） 

課員 

機械保修課長（２８年、１年） 課長代理（１２年、１２年） 
係長級 １４人 
（４チーム） 

課員 

電気保修課長（２９年、１年） 
課長代理（２６年、６年） 
課長代理（３年、３年） 

係長級 ２５人 
（８チーム） 

課員 

施設保全課長（３３年、３３年） 課長代理（３年、３年） 
係長級 ６人 
（３チーム） 

課員 

燃料環境課長（２５年、４年） 課長代理（２８年、２８年） 
係長級 ７人 
（６チーム） 

課員 

（課総員 15名） 

（課総員 8名） 

（課総員 29名） 

（課総員 45名） 

（課総員 10名） 

（課総員 25名） 

（部総員 149名） 

電力の場合、全員プロパー 

室長級（１名） 保守経験30年程度 

マネージャー級（４名） 保守経験20～30年程度 

リーダー級※（８名） 保守経験20年程度 

一般職（５０名程度） 

※もんじゅにおける係長級 

• 電力は、全員プロパーで、リーダー級※以上は経験豊富な人材で構成 

• 総数は電力の方が少ない 

• 「もんじゅ」では、もんじゅ改革で他拠点から異動、実務経験者の採用
を実施し、プロパー率を向上させたが、係長級以上にも、「もんじゅ」保
守経験豊富な者が多くない。 

• 「もんじゅ」では、保守管理のPDCAを通して、高速増殖炉の保守管理
技術を構築する。そのためにも、一定のプロパー率の下、プロパーの
バランスの良い配置、経験を積んだプロパーの育成が必要 

（ ）内 
  （もんじゅ経験、もんじゅ保守経験） 

プラント保全部次長 
（３年、 ３年） 

プロパー 出向者 

「もんじゅ」 プラント保全部の構成 

2人 3人 0人 2人 

0人 2人 0人 1人 

10人 2人 0人 2人 

2年以下 5年以下 8年以下 8年超 もんじゅ保守経験 

15人 4人 3人 3人 

4人 1人 0人 1人 

2人 0人 4人 1人 

（もんじゅ経験 １～２０年） 

（もんじゅ経験 ３～１４年） 

（もんじゅ経験 １～１２年） 

（もんじゅ経験 １～１７年） 

（もんじゅ経験 １～１５年） 

（もんじゅ経験 ２～９年） 
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発電所の保守管理を確実に行うための本社の技術支援の仕組み（参考６） 

高
速
増
殖
原
型
炉 

 
 

 

も
ん
じ
ゅ 

も
ん
じ
ゅ
運
営
計
画
・

研
究
開
発
セ
ン
タ
ー 

職員  約１６５人 
出向者（電力） 約 ４０人 
出向者（メーカー等） 約 ８５人 
        計 約２９０人 

理事長 

も
ん
じ
ゅ
の
技
術
支
援
・

技
術
調
整
・研
究
開
発 

も
ん
じ
ゅ
の
運
転
、
保
守
、

運
営
管
理 

プ
ラ
ン
ト
管
理
部 

プ
ラ
ン
ト
保
全
部 

品 

質 

保 

証 

室 

 

運 

営 

管 

理 

部 

 

プ
ラ
ン
ト
技
術
支
援
部 

 

プ
ラ
ン
ト
安
全
評
価
部 

 

計 

画 

管 

理 

部 

も
ん
じ
ゅ
の
運
転
管
理
、
安
全

管
理
、
炉
心
及
び
燃
料
管
理 

も
ん
じ
ゅ
の
保
全
計
画
の
管

理
、
保
守
、
保
守
技
術
開
発 

も
ん
じ
ゅ
の
運
営
計
画
の
管

理
、
許
認
可
申
請
、
危
機
管
理 

も
ん
じ
ゅ
の
品
質
保
証
活
動

の
推
進 

も
ん
じ
ゅ
の
業
務
支
援
、
国
内

機
関
と
の
渉
外
・調
整
・新
規
制

基
準
対
応 

原
子
炉
施
設
の
安
全
設
計
・

評
価
、
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト

の
評
価 

Ｆ
Ｂ
Ｒ
技
術
の
体
系
化
、
原
子

炉
施
設
の
耐
震
、
地
震
・
津
波

等
の
評
価
・教
育
研
修 

職員  約８０人 
出向者（電力） 約 ５人 
出向者（メーカー等） 約１５人 
        計 約１００人 

平
成
25
年
10
月
設
置 

社長 

考
査
・品
質
監
査
室 

発
電
管
理
室 

資
材
燃
料
室 

原
子
力
発
電
所 

・・・ 

本店 

本店 ：本店は方針策定と
規制側・電力間調整
などを実施 

発電所：本店方針に基づき
発電所内要領を整
備し、それに基づく
実施 

電気事業連合会 

電力間調整 原電の保安規定から引用 

 動燃改革（平成９年）で、管理業務が本社に集中・肥大化していたこと、各事業所長の権限が曖昧だったこと
から、事業本部制を廃止し、企画調整機能を除く本社機能の権限の多くを各事業所に移譲した。 

 もんじゅ改革で、保安措置命令解除を喫緊の課題と考え理事長のガバナンスを強化するため、もんじゅを理
事長直轄とするとともに、もんじゅが運転・保守や当面の課題に専念できるよう、もんじゅと並列に、もんじゅを
支援する（新規制基準対応、渉外等を担当）組織（もんじゅ運研センター）を新たに設置した。 

 「もんじゅ」は理事長直轄であることから、上位に位置する本社組織は存在しない。また、もんじゅ運研セン
ターや本社組織にはプラントを熟知した要員が不足しており、電力の本店に比べて十分な機能が発揮できて
いない。 記載振りは要 確認 

開
発
計
画
室 

安
全
・核
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

統
括
部 

「もんじゅ」 電力 
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課長の保守管理活動（QMS活動）を確実にするための仕組み（参考７） 

項目 内容 

各課に品質保
証担当者を配置 

規格・基準類に整合した文書レ
ビューの課長業務を補佐する等、
課長のQMS活動を補佐 

課内での内部
自主監査 

保守管理担当者自らが担当しない
業務の内部監査を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

QMS 
文書 

 

 

 

 

 

保安規定 

インプット 

作業要領 

アウトプット 

規定と整合しているか？ 

要求事項を満足しているか？ 

手順は明確か？ 

要求事
項は明
確か？ 

【文書チェックポイント例】 

 潜在する課題を 
洗い出し、 
保守管理 
要領へ反映 

保守管
理プロ
セス 

• ＱＭＳが妥当かつ有効であることをマネジメントレビューに
よって確認。 
 

• 保安検査等の前に、セルフチェック（炉主任、品証室員に
よる事前確認）を実施。 

またパフォーマンスレビューにより業務内容・規程の妥当
性を確認。 
 

• 不適合管理は、不適合ＷＦシステムを用いて管理。 

不適合の発生、対策立案、是正措置、予防措置の各段階
をラインで確認するとともに、品質保証グループマネージャ
がレビュー。 

• 本店の考査・品質監査部門による業務監査（内部監査）を
定期的に実施。 

• ＱＭＳが妥当かつ有効であることをマネジメントレビュー
によって確認。 
 

• 保安検査リハーサルでは、所幹部で回答方針の確認を
実施している。 

検査資料は各部のラインの責任で作成しており、所大で
具体的内容や規定の妥当性確認までは行っていない。 
 

• 不適合管理は、今後ＩＴ化する方向で検討中。 

不適合の発生、対策立案、是正措置、予防措置の各段
階の内容は、ラインで確認後、不適合管理委員会で審議。 

• 本部組織による内部監査、もんじゅ内での自主監査を実
施。 

• 「もんじゅ」では、パフォーマンスレビューに相当する活動（業務内容・規程の妥当性確認）として、自主監査に
着手したが、十分に機能していない。現在、オールジャパン体制の下、保安規定と下部規定の整合性などプロ
セス総合チェックを実施中。 

• 不適合管理のＩＴ化についても、オールジャパン体制の下で検討中。 

• もんじゅ改革で、各課に品質保証担当者を配置し、課長を補佐する対策を執っているが、担当者のライン業務
への追加業務となっているため十分機能できていない。 

• 本部組織による内部監査については、これまでの実施方法等を見直し、ＪＥＡＣ４１１１に基づき、保安規定及び
下部規定について、業務に対する要求事項やプロセスを監査するように改善。監査後も、監査が有効であった
かアンケート調査を行う等、ＰＤＣＡを回すようにしている。 

マネジメントレビュー
のＱＭＳ確認 

センター品証課（森岡
さん）回答 

インプット情報は、記
載したカギカッコない
のとおり。 
 
保安検査リハ 

技術総括課（近藤課
代）回答 
⇒この記載でＯ．Ｋ 

この記載、本当に大
丈夫か？ 
MRでQMSの妥当性を

確認していないと言っ
て、規格要求満足し
ているのか？ 

電力 「もんじゅ」 
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 電力では、決められたルールに従い、保全のＰＤＣＡが確実に遂行されるようサポ
ートするためのシステムが整備されている。 

 現状、「もんじゅ」では保守管理業務は、小規模スタンドアローン、紙ベース  
   ⇒ 電気事業者の計算機システムも参考にして、IT化に着手したところ。    

保守管理 IT化 

保守管理業務 
支援システム 

不適合管理 
システム 

作業票・保修票システム 

 設備・機器 
 データベース 

 ３システム構築、一元管理 

IT化要否を検討中の事例 

プロジェクト管理 

業務管理 
（新規） 

文書管理 
（一元化） 

作業管理 

工程管理 
（新規） 

予備品管理 
（新規） 

調達管理 

予算管理 
（一元化） 

発注管理 
（一元化） 

保守管理 品質保証 

点検計画策定 

当年度の 
点検機器抽出 

P計画 

点検実施 

点検実績管理 

D実施 

保修実施 

C評価 
A改善 

品質方針 

 
文書管理、 
力量、教育 
調達 
・ 
・ 

不適合管理 
 是正処置 
 予防処置 

・不適合管理 
システム無し 

・保修票処置は紙ベース 
・保守管理専用データベース 

保全有効性評価 

【保守管理の主なフローと現状の主要課題  】 

保守管理業務の実施・管理に係る機械化（参考８） 

保守管理業務の標準化、効率化により管理漏れの防止を狙う 
      ・ 「保守管理」、「保修票管理」、「不適合管理」を主体に一元管理化 

「もんじゅ」の保守管理業務ＩＴ化に向けた取組み 
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会議体で要求事項や規格基準との整合を審議確認する仕組み（参考９） 

項目 内容 

保安管理専門委員
会 

もんじゅに設置 

原子炉施設の保安に関する重要な事項に
ついて審議 
上位文書との整合性を確認 

CAP（是正処置プロ
グラム）情報連絡会 

情報共有の改善、ルールに準拠した不適
合管理の徹底 

中央安全審査・品
質保証委員会 

機構に設置。審議事項は以下。 

• 施設の設置、運転等に伴う安全に関
する基本事項 

• 事故又は非常事態に関する重大事項 
• 品質保証活動の基本事項 
• その他、理事長の諮問する事項 

発電所 
• 保安運営委員会 

保安運営に関する重要な事項について、各要求事項
（法令，通達，指針，設置許可申請書，保安規定等発電
用原子炉施設の安全に係る事項）との整合性を確認 

• 品質保証運営委員会 
品質保証活動について確認 

本店 
• 上位会議体として保安委員会、品質保証委員会を設置 

• 会議体での審議確認する仕組みは、ほぼ同様 

社長 

考
査
・品
質
監
査
室 

発
電
管
理
室 

資
材
燃
料
室 

原
子
力
発
電
所 

・・・ 

本店 

開
発
計
画
室 

保安委員会 

品質保証委員会 

電力 

高速増殖原型炉 
もんじゅ 

もんじゅ運営計画・研究
開発センター 

理事長 

中央安全審査・品質保
証委員会 

保安管理専門委員会 

これは拠点規則の会議。 

｢もんじゅ｣と請負会社との
連携を図り、品質保証活動
を推進することが目的。 

ここに置くのは主旨が異な
るかもしれない。 

メーカとの連携の方に出てく
る会議かと 

保安運営委員会 

品質保証 
運営委員会 

「もんじゅ」 
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１年間で実施する点検数量（参考１０） 

電力 

項目 内容 

機器総数 約５万 
 
約１割は外観点検のみの機器 

年間点検機器
数 

約２～３万 

項目 内容 

機器総数 予防保全の対象としているも
のは、約４万機器 
 
殆どが機能回復を伴う点検。 

配管、ダクト等、外観点検のみ
の機器もあり。 

年間点検機器
数 

上記機器数の約３割（ある年度
の例） 

「もんじゅ」 

• 年間点検機器数は、機器総数に対する比率で比較しても、「もんじゅ」の方が多い。今後、点検実
績を積み上げることにより、点検間隔等を適切に見直していく。 

• 電力における点検は、機能回復を伴うものがほとんど。「もんじゅ」は、約１割が外観点検のみの機
器。 

27 


